
ロイヤル株式会社

単位：千円

Ⅰ．流 動 資 産 4,163,379 Ⅰ． 6,346,062

現 金 及 び 預 金 3,927 4,674,264

売 掛 金 431,060 4,507

棚 卸 資 産 2,051,650 1,316,893

前 払 費 用 15,005 232,565

未 収 入 金 229,837 1,676

預 け 金 1,429,430 71,842

そ の 他 6,178 42,412

貸 倒 引 当 金 △ 3,711 1,900

Ⅱ．固 定 資 産 2,009,188 Ⅱ． 111,013

（1） 有 形 固 定 資 産 1,811,825 19,704

建 物 692,074 91,308

構 築 物 9,807 6,457,076

機 械 及 び 装 置 1,029,485

車 両 運 搬 具 3,931 △ 284,508

工 具 器 具 及 び 備 品 53,348 （1） 100,000

リ ー ス 資 産 20,967 （2） △ 384,508

建 設 仮 勘 定 2,210 △ 384,508

（2） 無 形 固 定 資 産 76,627 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 384,508

ソ フ ト ウ エ ア 76,627

（3） 投 資 そ の 他 の 資 産 120,734

投 資 有 価 証 券 300

出 資 金 10

差 入 保 証 金 995

長 期 前 払 費 用 11,540

繰 延 税 金 資 産 107,888 △ 284,508

6,172,567 6,172,567

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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ロイヤル株式会社 

 

個  別  注  記  表 

（自 2025 年１月１日 至 2025 年 12 月 31 日） 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①製品 ……………………………………… 売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）によっております。 

②商品 ……………………………………… 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）によっております。 

③原材料、仕掛品及び貯蔵品 …………… 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）…… 定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

②無形固定資産（リース資産を除く）…… 定額法によっております。なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③リース資産 ……………………………… 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ

いては、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法を採用しております。なお、所有権移転ファイナンス・

リース取引に係るリース資産については、有形固定資産に属

する各科目に含めて表示しております。 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

②役員賞与引当金 ………………………… 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

 

 



③株式給付費用引当金 …………………… 従業員に対する将来の親会社株式の給付に備えるため、親会

社の株式給付規程に基づき、従業員に割り当てられたポイン

トに応じた株式の給付見込額を基礎として計上しておりま

す。 

（４）収益及び費用の計上基準 

製品の販売 

飲食企業向けの「業務食」及び家庭用フローズンミール「ロイヤルホストデリ」などの製品の販売を行

っております。これらの製品販売については、顧客に製品を引き渡した時点において顧客が支配を獲得し

履行義務が充足されると判断しており、当該引き渡し時点において収益を認識しております。 

一部の製品の販売については、顧客から原材料等を仕入れ、加工を行ったうえで当該顧客に販売する有

償受給取引を行っております。これら有償受給取引のうち顧客が支給材の買戻し義務を有していると判断

される場合には、製品の加工を行うことが当社の履行義務であると判断し、対価の総額から原材料等の受

給額を差し引いた純額で収益を認識しております。 

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

②グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 8,663,342千円 

（２）親会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。 

短期金銭債権 1,429,430千円 

短期金銭債務 －千円 

長期金銭債権 －千円 

長期金銭債務 －千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

親会社との取引高 

売上高 10,118千円 

仕入高 149,766千円 

販売費及び一般管理費 275,322千円 

営業取引以外の取引高（収益） 6,935千円 

営業取引以外の取引高（費用） 707千円 

 

 



４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首  

の株式数 

当事業年度   

増加株式数 

当事業年度   

減少株式数 

当事業年度末  

の株式数 

普通株式 2,000株 － － 2,000株 

（２）剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払額等 

該当事項はありません。 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの 

該当事項はありません。 

 

５．収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関す

る注記（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額 ▲142,254円35銭 

（２）１株当たり当期純損失 2,213円26銭 


